
























































































shall not be of a crim
inal law
 nature ） 」とする。他方、ＥＵ全加盟国が締約国
（９）
となっている欧州人権条約







ights of the E
uropean U
nion ）がＥＵ基本条約（ＥＵ条約、ＥＵ運営条約）と同一の法
的価値を有するものとされるに至った（ＥＵ条約六条一項） 。かかる状況の下、ＥＵ競争法違反行為者に賦課される制裁金額の高額化という実態のみならず、公正な行政に対する権利を規定するＥＵ基本権憲章第四一条に照らし、違反行為者に対 基本権の保障という点からも、これまで以上にＥＵ競争法 エンフォースメントにおける適正手続の確保が要請され こと なった。　
かかる状況の下、欧州委員会は二〇一一年一〇月、適正手続確保の要請に応えるべく、 「ベストプラクティス・



































問題全般、②審査段階 おける透明性と手続における 平性、③最終決定段階（行政上の聴聞制度、和解手続と排除措置に係る協議） 、④司法審査（審査基準、裁判所の審理と決定の時期）の論点ごと 自己評価した文書を提出している。　
以下、本稿では、ＢＰ告示と聴聞官職務権限規程を踏まえた現行の欧州委員会におけるＥＵ競争法違反行為に対
















































けられる。まず、初期評価と事案配分の段階では、欧州委員会は、第三者による通報、または職権（リーニエンシー申請、 市場調査、 ＥＣＮ等との情報交換等）により違反事実に接すると、 調査の対処範囲（対象者、 市場、 違反行為）を暫定的に決定する初期評価を行い（ＢＰ告示一二段、以下、本節 おけ 「段」は本告示のものとする） 、ＥＣＮ内での事案の配分を行う（一四段） 。　
欧州委員会は、初期評価の結果、さらなる調査を続行するに足る理由があり、かつ調査の対象が十分に絞り込ま
れていると考える場合 は、 手続の開始を決定する（施行規則一一条六項（以下、本節における「条」は本規則のものとする） 、および一七段） 。調査手続開始が決定されると、最初の進捗状況会合（
state of m
eeting ）を経
た上で（六三段） 、欧州委員会は調査に着 し 対象事業者への情報請求（ 八 ） 、ヒアリング（
interview
）に





















より、欧州委員会における手続の第二段階である禁止決定手続が開始される。その際、欧州委員会は、構造上の措置を含む排除措置の内容（八三段） ほか、制裁金賦課を命ずる意向について述べる（八四段） 。なお、法的義務に基づくものではないが、手続の透明性を高めるべく、異議告知書には、制裁金算定に関する事項についても盛り込むように努めるものとする。制裁金算定に関する情報は 異議告知書送付後に当事者に提供することもできるが、いずれの場合も当事者に 、意見提出の機会が与えられ （八五段） 。　
異議告知書を受領した事業者は、書面により反論することとなるが、防御権行使のため、欧州委員会文書の閲覧
が認められている（二七条二項） 。また、事業者は、口頭聴聞 権利を有し、異議告知書に対する回答書作成期限内に聴聞官が主宰す 聴聞を請求できる（二七条一項、および一〇六 ） 。口頭聴聞では、 面で提出した主張を口頭で行い、また書証を補充すること、関連する他の事 を欧州委員会に通知することも認められる。当事者は口頭聴聞の際、 制裁金賦課にとって重要であると考える点について 自己の主張を提出できる（九〇段） 。口頭聴聞は、出席者が自由に意見を述べることを保障するため非公開で行われ 一〇七段） 、事案担当班の欧州委員会職員とともに、競争総局長ないし総局次長が出席する。ま 加盟国競争当局、チーフ・エコノミストの班 法務部を含む欧州委員会の関連部局も聴聞官により出席 要請される（一〇八段） 。　
異議告知書への回答後、または聴聞官による聴聞後、三度目の進捗状況会合が開催され、違反行為がある場合に





































と当事者間の間に透明性と対話を確保することを目的とするものであり（六一段） 、競争総局長ないし総局次長が議長 なるのが通例である（六二 ） 。進捗状況会合は、①手続の開始直後、②調査が十分に進んだ段階、③異議
29
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続も含め、当事者は自己の手続上の権利の実効的な行使に疑義があ 場合に聴聞官に接触することができる。三．の聴聞を受ける権利の確保については、第三者の聴聞要請（五条 および口頭聴聞への参加要請の諾否の決定（六条） 、欧州委員会文書へのアクセスに関する紛争（七条） 、および異議告知書の回答期限延長に関する紛争を巡る決定（九条） 、口頭聴聞実施後 競争政策担当欧州委員へ 報告（一〇条、一四条） 最終決定は当事者が聴聞を経た異議のみに基づいていることの確認（一六条）が含まれる。　
四．の欧州委員会の調査における問題への対処については、当事者は、①欧州委員会の要求文書が弁護士秘匿特
権（
legal professional privilege ）の対象であると考える場合、②欧州委員会による情報要求の回答が自己負罪特権
を侵害すると考える場合、③情報要求の回答期限が短 ぎると考える場合、④手続の状況について通知されていないと考える場合には、聴聞官へ接触し、聴聞官が紛争を仲介す 。また 五 文書へ アクセス権の確
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員会が最終決定を採択する。しかしながら、欧州委員会による決定の採択が形式的なものであるとすれば、事案処理手続において実質的な役割を担って るのは事案担当班である。現行 事案担当班の役割から最終決定案起案を分離し、競争総局内の別の担当 が最終決定案を起案する体制を構築することができれば、問題は解消する。事案担当班の役割の決定は、競争総局内部の問題であり、ＥＵの統治機構、法体系を変更することなく、実現でき ものと思われる。　
③の聴聞官が、競争総局および競争政策担当欧州委員に直属している点については、ＢＰ告示、聴聞官職務権限
規程でも、聴聞官が独立して職務を遂行することが謳われ （同告示七九段、同規程三条一項） 。しかし がら、聴聞官は 競争総局 一部ではな が、競争政策担当欧州委員に所属し （同規程二条二項） 。このため、聴聞官は、事例担当班と同じ組織の下 ありながら、事業者に対する手続 適切性について判断を求められ、また対象事業者と欧州委員会の間で手続を巡る紛争が生じた場合に仲介すること されてい が、職務遂行の独立性確保という観点からは疑義がある。　
聴聞官の所属について、 組織上も独立性を担保するためには、 様々な可能性が考えられる。 具体的な所属先として、
①欧州委員会事務総長（
Secretariat G






































告知書の発出後とされているが、ＢＰ告示による第一回目の進捗状況会合は、手続の第一段階である調査段階で開催される（同告示六三段（一） ） 。口頭 と進捗状況会合ともに証拠法則と手続的規定 欠い い 以上、口頭聴聞が聴聞官主宰 下で行われると うことを除き、両者の間には差異がない。また、ＢＰ告示では、対象事業者と欧州委員会に加え、欧州委員会への通報者と第三者を交えた三者会合（
triangular m
eetings ）を例外的に開催する
可能性を用意してい 六七段） 。三者会合 極力異議告知書発出前に開催することとしており（同六九段） 、正式の聴聞 代替することはできない（同六八段） されている 、実質的には代替される可能性 ある。ＢＰ告示により、進捗状況会合と三者会合が開催さ こととなったのは 事業者の権利保障にとっては前進であるが、その反面、聴聞の位置づけが不明確になった点は否めな 。欧州委員会手続における 回数を増やすことよも、聴聞手続の実質化を図る方 事業 の権利保障の上では、有効であろう。　
また、③の聴聞官の役割については、聴聞官の役割は、聴聞の主宰に留まり、意思決定者ではないため、事案に































度、規定の具備が求められる。今般の「ベストプラクティス・パッケージ」のうち、ＢＰ告示は欧州委員会における手続の全段階における手続 詳細を明らかにし、また聴聞官職務権限規程は聴聞官の役割を強化するなど、欧州委員会 に対する批判に一定程度応えるも となっている。しかしながら、現行の執行体制を前提と ものであるため、聴聞官の役割自体は引き き限定されており、対象事業者の手続保障の観点からはなおも改善すべき課題は多い。　
本稿では、欧州委員会決定の司法審査を行うＥＵ裁判所については、欧州人権条約、およびＥＵ基本権憲章に照
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（
51）　
これらの事件の概要・経緯は、欧州委員会競争総局ウェブサイト（
http://ec.europa.eu/com
petition/sectors/IC
T
/overview
_
en.htm
l ）に整理されている。
―ただ
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